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伝統的な労働法学は、 「労働は商品でない」とする国際機関 ILO の立場と軌を一にして、
労働市場を疑惑の目で見つめ続けてきた。主要な労働立法の目的規定に「労働市場」とい
う用語が用いられることもなかった。労働法学の内部からは労働市場制度改革という考え








































  19 世紀に生まれ、20 世紀前半に顕著な発展を遂げ、20 世紀半ば過ぎには法学の世界に
おける「市民権」を確立した労働法学は、産業社会の発展の負の側面に対処しようとする
性格が顕著である。産業社会の光の背後に付帯する影の部分を鋭く指摘し、光の世界の論
                                                  







































































                                                  





















向きあいかたは、大転換をする。ILO には第二次世界大戦が終結して間もない 1949 年に採
択された「96 号条約（有料職業紹介所条約） 」という人材ビジネスを厳しく規制する条約が





  この以前と以後、すなわち 20 世紀の最晩年の時期を挟んで、労働市場に対する法的規制
の原則は、 20 世紀型と 21 世紀型と呼んでもいいかもしれないほどの大きな転換をする。 も
ちろん諸外国においても、日本においても大変な激論の末であった。日本では、審議会に
おける議論がかつて例のないほどの長期かつ厳しい対立を経て、新しい方向へ向かった 














































                                                  



















































































































ムを求めて」 『日本労働研究雑誌』418 号 2-15 頁 
諏訪康雄、1995 年、 「雇用政策法の構造と機能」 『日本労働研究雑誌』423 号 4-15 頁 
――  、2000 年、 「労働市場法の理念と体系」日本労働法学会編『労働市場の機構とルー
ル』講座 21 世紀の労働法 2 巻・有斐閣 2-22 頁 
――  、2002 年、 「労働をめぐる『法と経済学』 ：組織と市場の交錯」 『日本労働研究雑誌』
500 号 15-26 頁 




                                                  
5  本報告で展開した論旨は、 諏訪 ・ 清家ほか 2007 においてもすでに述べてきたものである。 